
 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

閣議決定後に本格化した 
      我が国の準天頂衛星の整備 

 私は１年前のこの国会レポートで「準天頂衛

星」を取り上げましたが、５月１６日、東京・

大手町の経団連会館で開かれた「第１０回 衛星

測位と地理空間情報フォーラム」で冒頭２０分

間の基調講演を担当しました。その際、３００

人を超えるビジネスマンの聴衆に、準天頂衛星

について述べた１年前のレポートを配布し、準

天頂衛星の整備が閣議決定された経緯や予算の

獲得、今後の準天頂衛星の方向性などについて

話をさせていただきました。 

 改めて述べれば、準天頂衛星とは「日本の上

空の天頂付近につねに１機の衛星が位置するよ

うに軌道上に複数の衛星を配置して利用する衛

星システム」のことです。衛星がつねに日本の

天頂にあり、山やビル等に影響されずに全国を

１００％カバーすることができ、しかも高精度

の衛星測位サービスを提供できるのです。なお、

２０１０年９月に準天頂衛星の初号機「みちび

き」がすでに打ち上げられています。 

  

●予算確保のための全力での取り組み 

 衛星測位サービスというと、カーナビや携帯

電話などで幅広く使われている米軍のＧＰＳ

（グローバル・ポジショニング・システム）が

ありますが、準天頂衛星の場合、ＧＰＳに比べ

て圧倒的に精度が高いことが大きな特徴となっ

ています。ＧＰＳの測位の誤差が約１０メート

ルであるのに対し、準天頂衛星は数センチしか

ないのです。昨年３月１１日の東日本大震災で

は多くの人が津波によって命を落とされました。

私は準天頂衛星の持つ精度はとりわけ大震災な

どでの津波予測や安否確認に活用できるのでは

ないかと考えて、以後、内閣府など関係各官庁

の人たちと一緒に準天頂衛星を整備するために

全力を尽くしてきました。 

 まず、通話は難しいのですがメールでしたら

携帯電話の電波は準天頂衛星に届きますので、

メールでお互いの安否確認ができるようになり

ます。また、沖合に設置した潮位計（ブイ）で

津波の高さと速度を高精度で捕捉することによ

って正確に津波を予測することが可能となりま

す。「何分後に何メートルの津波が到達する」と、

衛星から携帯電話に到達する湾ごとに一斉にメ

ールで知らせることができるのです。 

我が国の準天頂衛星が整備されれば、東アジ

ア全域およびオセアニアまでカバーできますか

ら、その範囲に位置する各国にも大震災等の被

害を小さくするために準天頂衛星を使ってもら
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「衛星測位と地理空間情報フォーラ
ム」で基調講演を行いました。準天
頂衛星について説明し、これまでの
取組みや防災時の有用性・国際貢
献の方法等について説明いたしまし
た。宇宙産業は、新たな成長産業と
もなりえます。会場満席の聴衆の期
待をひしひしと感じました。 
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えるようになります。その場合、我が国として

は大きな国際貢献が行えるということにもなり

ます。 

  

●本格的な整備に弾みが付いた閣議決定 

  東日本大震災以後の関係者挙げての取り組み

の努力が実って昨年９月３０日に準天頂衛星を

整備するという閣議決定が行われました。その

閣議決定のポイントは以下の通りです。 
 

① 準天頂衛星システムは、産業の国際競争力

強化、産業・生活・行政の高度化・効率化、ア

ジア太平洋地域への貢献と我が国プレゼンス

（影響力）の向上、日米協力の強化及び災害対

応能力の向上等広義の安全保障に資するもので

ある。  

② 諸外国が測位衛星システムの整備を進めて

いることを踏まえ、我が国として、実用準天頂

衛星システムの整備に可及的速やかに取り組む

こととする。  

③ 具体的には、２０１０年代後半を目途にま

ずは４機体制を整備する。将来的には、持続測

位が可能となる７機体制を目指すこととする。

我が国として実用準天頂衛星システムの開発・

整備・運用は、準天頂衛星初号機「みちびき」

の成果を活用しつつ、内閣府が実施することと

し、関連する予算要求を行うものとする。 

④ また、開発・整備・運用から利用及び海外

展開を含む本事業の推進に当たっては、関係省

庁及び産業界との連携・協力を図ることとする。 

内閣府がこうした役割を果たすために必要な法

律改正を予算措置に合わせて行うこととする。  
 

  この閣議決定の後、２０１２年度予算では１

００億円の予算が付きました。総額ですと４機

で約１５００億円、７機では約２３００億円に

なる予定です。 

 この点については冒頭の５月１６日のセミナ

ーでも紹介させていただいたのですが、基調講

演の後、参加したビジネスマンの方々からは今

後の準天頂衛星の発展に対するご支援の声を数

多くいただきました。 

 一方、５月１日に米国ワシントンでの野田首

相とオバマ大統領との日米首脳会談においても

「今後、日米両政府はアジア太平洋地域を対象

にＧＰＳの共同開発に乗り出す」という合意が

行われました。この場合のＧＰＳの共同開発と

いうのは我が国の準天頂衛星を中核に置くとい

うことを意味しています。つまり、米国政府と

しても準天頂衛星の活用に大きな期待を寄せて

いるということです。 

 

●今から万全の準備をしておくことが不可欠 

「備えあれば憂いなし」といいますが、日本で

は１１００年前の貞観地震、４００年前の慶長

地震、さらに明治・昭和の三陸沖地震について

はその前後１０～１５年前後にいずれも首都直

下型地震が起きていますし、そのうち３回は東

海、東南海、南海で地震が起こりました。とす

れば、東日本大震災が昨年起こったばかりです

ので、首都直下型地震あるいは津波を伴う大地

震が近い将来に起こらないとも限りません。な

るべく早く準天頂衛星の整備を終えて有事に備

えたいのです。 

 また、目下、首都直下型地震が役所に人がい

ない夜間や週末に起きたら政府としてどのよう

に対処するかということも関係者で協議してい

ます。そこで、たとえば中央省庁の課長以上（約

６０００人）や都道府県知事、市町村長のほか、

しかるべきポジションの方々にすべて衛星携帯

電話を所持してもらおうと話しあっているとこ

ろです。そうなれば地震の影響を受けない衛星

携帯電話によって連絡が取れるようになります。

ぜひ実現したいと考えています。 


